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 令和７年度 事業報告書 
自  令和 ７年４月 １日 

至  令和 ８年３月３１日 

     

  道内経済は住宅建設など一部に弱い動きがみられるものの、インバウンド需要や 

民間設備投資の増加など、全体としては緩やかに持ち直していますが、国際情勢の 

不安定化による経済への影響が心配されている状況にあります。 

当法人会を取り巻く環境は、令和７年１２月３１日現在の会員数は８３８社（個

人会員含む）で、前年同期１５社減少しております。 

 本年度も理事の皆様、提携保険会社と協力し、加入勧奨と退会の防止に努めて参

りましたが改善に至っておりません。  

   そのため、法人会活動を通じた社会的信頼の向上や事業内容の充実に努めること

が必要です。 

当法人会では、法人会を知っていただくためのパンフレット、新規会員の加入勧

奨用として新設法人名簿を作成しており、利用をお願いします。 

また、企業の内部統制の強化や経理水準の向上は、企業の成長や税務リスクの軽

減を図るために重要でありますことから、今後も定例セミナーなどを通じた「自主

点検チェックシート」を活用した企業の税務コンプライアンス向上に、積極的に取

り組むこととしています。 

自社の成長・税務リスクの軽減のために、ぜひ活用し法人会入会メリットの一つ

に加えてください。 

青年部会 

   役員会及び例会を開催し、青年部会員の税の知識や一般教養の習得に努めるほか、 

当法人会の事業にも先頭に立って行動するなど、法人会活動の中心的な存在となっ

て各種事業の推進に努めています。 

   青年部会は、平成２０年度から租税教室を全国的に取り組むことになり、平成  

２２年度から札幌五法人会連絡協議会の事業として租税教室を実施しており、本年

度も青年部会が中心となって小学校７校の租税教室を実施しました。 

女性部会 

    女性経営者及び女性役員その他会員企業の中枢的な立場にある女性をもって構成

しており、税の知識、経営者としての知識の向上を目指し、会の和をモットーにきめ

の細かい活動に努めています。 

   女性部会は、平成２２年度から全国的に租税教育に取り組むことになり、平成２

３年度から「税に関する絵はがきコンクール」を実施し、本年度は管内外小学校３

校へ応募依頼を行い３校から２１０点の応募があり、札幌五法人会連絡協議会によ

り札幌地下歩行空間で優秀作品の作品展と表彰式を開催しました。 

 札幌五法人会連絡協議会 
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   平成２１年度に設立して札幌地区租税教育推進協議会に加入し、租税教育を札幌

五法人会連絡協議会の事業とすることを決定しました。 

   平成２２年度には租税教室、平成２３年度からは「税に関する絵はがきコンクー

ル」を事業としています。 

   他、法人会セミナーとして、経済・経営に関するセミナーを年７回開催していま

す。 

 

本年度実施した各種事業 

１ 税知識の普及を目的とする事業 

 （１）新設法人説明会  （年２回開催） 

    新たに法人として設立された企業に対し、必要な諸届けなどの手続きを始め、

事業の開始に際して法人税法上の留意点等についての理解を促すことを目的

として実施。 

 （２）決算法人説明会  （年４回開催） 

決算月１～４ヶ月前までの法人企業に対し、税制改正事項等決算手続きを行

うに当たり留意点等を説明し、適切な法人税等の申告が行われることを目的と

して実施。 

 （３）税務研修会    （年１回開催） 

法人税・消費税等調査事例、不服申し立て制度、印紙税、事業承継制度など

税務一般の知識を得てもらうことを目的として実施。 

 （４）年末調整の仕方  （年２回開催） 

源泉所得税に関する適正な取り扱いを企業の実務担当者に理解してもらう

ことを目的として実施。 

 （５）租税教室     （小学校８校） 

札幌市内の小学生を対象に、当会青年部会作成の租税教室用パワーポイント

を教材として使用するとともに、青年部会員が講師となり、身近な事例を解説

し、税についての大切さを知ってもらうことを目的として実施。 

 

 ２ 納税意識の高揚を目的とする事業 

（１）税に関する絵はがきコンクール 

札幌中税務署管内及び近郊にある小学校の児童を対象に、税が毎日の生活の

中でどのように役立っているかを知ってもらうことを目的に実施。 

 （２）札幌中税務署長 講演会 

     税を考える週間行事の一環として、「地域経済を支える絆～法人会と税務署

のパートナーシップ～」をテーマに講演会を開催し、正しい申告と納税は地域

経済を支えるという重要性を改めて考えていただくよう実施。 

 （３）ホームページによる税情報の発信 
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    ホームページ上に税の情報、各種研修会・講演会・セミナー等の開催要領や

各種事業の開催予定と結果報告等の情報を発信。 

 ３ 税制及び税務に関する調査研究並びに提言に関する事業 

 （１）税制改正提言大会 

    目的 公益財団法人全国法人会総連合においては、毎年、中小企業の租税負

担の軽減と合理・簡素化及び適正公平な税制・税務に関する提言を行う

ため、会員から税制に関する意見提言を取りまとめて、税制改正提言全

国大会を行い、関係機関等に対し提言活動を行っている。当会において

も会員から税制に関する意見提言を取りまとめ、一般社団法人北海道法

人会連合会、公益財団法人全国法人会総連合に上申するとともに、提言

大会にも参加。 

    対象 役員・税制委員 全道、全国とも１０月 

 （２）税制改正要望書の関係機関への提出 

    目的 公益財団法人全国法人会総連合では、毎年税制改正提言全国大会を開

催し、決議された要望事項を有効なものとするため国レベル、道レベル、

単位会レベルで関係機関等に対し要望活動を行っており、当会において

も諸機関に対し要望活動を行った。 

    対象 札幌市長、札幌市議会議長、毎年１１月 

 （３）青年の集い 

    目的 全道・全国の青年経営者が集い、税制、財務及び地域社会の健全な発

展等法人会の目的を達成するための情報交換、意見交換並びに議論を行

うなど、今後の活動をより充実する目的で開催。当会からも代表が参加。 

    対象 青年部会 ８月、１１月 

 （４）女性フォーラム（女性部会全道大会） 

    目的 全道・全国の女性経営者が集い、税制、財務及び地域社会の健全な発

展等法人会の目的を達成するための情報交換、意見交換並びに議論を行

うなど、今後の活動をより充実する目的で開催。当会からも代表が参加。 

       女性フォーラムが北海道で開催のため、全道大会は開催されなかった。 

    対象 女性部会 ９月 

 

４ 地域企業の健全な発展に資する事業 

 （１）経済・経営セミナー 

    目的 地域企業の健全な発展を目的として会計・経営等、業務に活かすこと

のできる内容をテーマに実施。講師は専門家に依頼。 

    対象 会員、一般、年７回開催 

（２）インターネットセミナー 

    目的 日又は時間が合わず各種セミナーや研修会に参加できない企業が、何
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時でも何処でも受講できることを目的として実施。 

    対象 会員、一般、年中 

 ５ 地域社会への貢献を目的とする事業 

 （１）地域大学留学生との交流事業 

    目的 管内居住の留学生と住民の交流を図り、日本の文化や経済活動等の知

識を学び、相互理解を深めることにより地域社会の活性化に貢献できる

と実施している。 

    対象 留学生とその家族、会員 ９月（中止） 

 （２）地域の福祉問題、環境問題などの改善に資するための事業 

    目的 自殺防止のために設置された「北海道いのちの電話」に対し資金面で

の支援することを目的に実施。 

    対象 一般 

 

６ 会員の交流に資するための事業 

（１）会報誌の発行 

目的 税情報の発信と各種行事、会員の交流状況等を広報することを目的と

して年３回発行 

対象 会員 

（２）新年交礼会 

 目的 新年を迎えるに当たり地域の経営者が集い、情報交換、名刺交換並び

に旧交を温めることを目的に開催。 

 対象 会員 

 （３）税務懇談会 

    目的 方針、重点施策等につき協議を行い、目標実現に向け意思統一と交流

を図ることを目的に開催。 

    対象 理事、監事、女性部会・青年部会役員 

 （４）青年部会親睦ゴルフ・ボウリング大会 

    目的 ゴルフ・ボウリングを通じて青年経営者としての情報交換を行うとと

もに、部会員の交流を図るために実施。 

    対象 札幌５法人会青年部会員 ゴルフ・ボウリング年各１回開催 

 （５）部会企業交流会 

    目的 青年部会、女性部会では、それぞれ年末等に税務研修や経営研修など

を行い、終了後に部会員の一層の親交を深めることを目的に交流会を実

施。 

    対象 青年部会会員・女性部会会員 

 （６）親睦ゴルフコンペ 

    目的 ゴルフを通じて経営者相互及び税理士会札幌中支部との情報交換等
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を行うとともに会員の交流を図るため実施。 

    対象 会員・税理士会札幌中支部会員 

７ 会員の福利厚生等に資する事業 

 （１）経営者大型総合保障制度の普及推進 

 目的 経営者や従業員が在職中に病気や事故により、死亡や入院などの事態

に遭った場合に、企業を守り、事業が滞りなく継続できるよう、生命保

険と損害保険がセットになった法人会独自の制度。地域企業の福利厚生

制度の充実と経営の安定化のため普及促進に努めた。 

引受保険会社は大同生命保険株式会社 

 対象 会員並びにその従業員 

 （２）ビジネスガード（シリーズ）の普及促進 

 目的 政府労災保険の上乗せ保障制度の「ハイパー任意労災」、万が一の個

人情報漏洩対策の「個人情報漏洩対策プラン」、大規模な地震に企業と

して備える「地震対策プラン」。地域企業の万が一に備え、経営の安定

化のため普及促進に努めた。 

引受保険会社はＡＩＧ損害保険株式会社 

 対象 会員 

 （３）がん保険制度の普及促進 

    目的 法人会に加入する企業で働く個人のための福利厚生制度。「がん保

険」、医療保険制度「ＲＥＡＳＯＮ」、「ＷＡＹＳ」がある。地域企業で

働く者の万が一に備え、普及促進に努めている。 

引受保険会社はアフラック生命保険株式会社 

    対象 会員並びにその従業員 

 （４）貸倒保証制度（取引信用保険）の普及促進 

   目的 取引信用保険とは、契約時に選定した取引先に債務不履行が生じた

場合に、予め約定した保険条件に従って、保険金が支払われる制度。法

人会では団体として中小企業向け貸倒保証制度を採用。地域企業の経営

の安定化のため普及推進に努めた。 

      引受保険会社は三井住友海上火災保険株式会社 

    対象 会員 

 

 ８ その他、本会の目的を達成するために必要な事業 

   全法連・道法連等との連携 

（１）税を考える週間行事への参加（北海道税務関係団体連絡協議会） 

（２）法人会アンケート調査システムへの協力（全法連） 


